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丘の公園指定管理者募集要項の概要 

 

■（Ｐ１）第１の４ 施設の規模等 

① ゴルフ関連施設 

敷地面積 ７５１，９０７㎡ 

施設   ゴルフ場（富士山コース、駒ヶ岳コース）１８ホール、ゴルフ練習場、

レストラン等  

 ※旧八ヶ岳コース（約２８万㎡）９ホールは、平成３１年３月末に廃止し、現

在は「無料開放施設」として一般開放するとともに、収益を目的としないイ

ベント等の開催申請があった場合は、審査のうえ利用承認している。 

②レジャー関連施設 

敷地面積 ４９０，７４２㎡ 

施設   アクアリゾート清里（レストラン含む。）、オートキャンプ場、パター

ゴルフ場、グラウンド・ゴルフ場等 

※令和５年３月末に廃止されたテニスコート、パターゴルフ場の一部、屋内プ

ール（アクアリゾート清里内）については、他の収益事業へ転用することと

している。 

③まきばレストラン 

敷地面積 １６，９１７㎡（内企業局分５，８３５㎡） 

施設   まきばレストラン、売店等 

 ※山梨県農政部が管理する畜産品ＰＲ室、畜産資料展示室、事務室（農政部）

及び物品庫を除く。 

※ゴルフ場レストラン、アクアリゾート清里レストランと併せて、レストラン

事業として運営している。 

 

■（Ｐ２）第１の５ 所有者 

   土  地：山梨県（恩賜県有財産） 

   土地以外：企業局 

 

■（Ｐ２）第２の１ 基本方針 

   丘の公園は、子どもからお年寄りまで、県民各層が楽しめる総合スポーツ・レクリ

エーション施設として、地域振興事業の一環により、地域の観光振興や県民福祉の増

進に寄与することを目的に、設置された施設です。 

   この施設の設置目的を十分に理解した上で、安心安全で利用者が満足できるよう適

正な管理運営を行うものとします。 
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■（Ｐ２）第２の２ 施設の維持管理方針 

   施設の維持管理については、別添「丘の公園管理運営業務の内容及び基準」を基に、

施設の特色を考慮し、より質の高い維持水準を保てるよう、必要かつ適正な管理を行

うものとします。 

   また、施設の老朽化対策としては、収益的収支黒字を確保する中で、令和元年度か

ら令和１０年度までの間に計画的に修繕を実施していくこととしており、令和７年度

までに約２億３千万円程度の修繕を実施しました。 

 

■（Ｐ２）第２の３ 施設の運営方針  

ゴルフ場では若年者層の開拓や初心者の利用促進、オートキャンプ場では平日稼働

率の向上や冬季営業の実施、まきばレストランでは新メニューの開発やＳＮＳ等を活

用した情報発信など、効果的な利用者増加対策を行いながら、収益性の向上を図って

行くこととしており、この方針の実現に向けて、指定管理者は企業局と連携しながら

進めていくこととします。 

また、利用者の満足度を高め、期待に応えるため、常に利用者の声を聴取し、反映

できるものは積極的に取り入れることとし、企画力や情報発信力を発揮し、地域振興

への貢献について十分配慮するものとします。 

さらに、危機管理体制の整備、防犯体制の整備など利用者の安全確保や、防災対策

にも十分な配慮をするとともに、環境対策にも取り組むものとします。 

 

■（Ｐ３）第３の２ 自主事業 

（１）指定管理者は、指定管理業務以外に、施設の設置目的に合致し、かつ、指定管理

業務の実施を妨げない範囲において、利用者の利便性向上に資することを目的とし

て、指定管理の対象となる敷地及び施設内で自らの責任と費用により自主事業を行

うことができます。 

（２）指定管理者は、施設運営に際して次に提示する課題の解決に繋がる自主事業を積

極的に提案することとします。 

○八ヶ岳南麓地域全体の観光振興および地域連携 

○丘の公園の利用者増加及び収益向上 

 

■（Ｐ６）第３の５ 指定期間等（予定） 

  令和９年４月１日から令和１５年３月３１日まで（６年間） 

 

■（Ｐ６）第３の６ 指定管理者の収入 

  丘の公園の管理運営に係る全ての経費は、条例第１１条に規定する利用料金及び下

記の（２）に記載する収入をもって充てることとします。また、自主事業を実施する

場合は、実施により得られる収入をもって充てることも可能とします。よって、企業

局から指定管理業務に係る委託料を支払うことはなく、赤字であっても補填しません。 
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また、指定管理者は、丘の公園の管理運営における収入の一部を、納入金として企

業局に納入するものとします。 

 

■（Ｐ７）第３の７ 指定管理者から企業局への納入金 

   丘の公園の管理運営における収入の一部を納入するものとし、納入金は年額１５４，

５４５，０００円に消費税及び地方消費税相当額を加算した金額以上の金額とします。

また、提案価格を基に指定期間を通じた総額及び支払方法等を基本協定に記載すると

ともに、指定管理者は年度ごとに企業局に納入するものとします。 

   ６（１）の利用料金又は６（２）のその他の収入の増加又は、支出の節減など指定

管理者の経営努力により生み出された余剰金については、納入金の増額は行いません。 

また、利用料金の大幅な収入の増減、物価変動等に伴う大幅な費用の増減、多額な

収支差額の発生、又はそのおそれがあると認められる場合などに起因する不足額が生

じた場合も、納入金の減額は行いません。 

 

■（Ｐ７）第４の１ 指定管理者の申請資格 

 指定管理者の指定を申請することができるものは、法人その他の団体（以下「法人

等」という。）又はその共同体であって次の（１）及び（２）の条件を満たすものと

します。 

（１）登記事項証明書に記載されている本店若しくは主たる事務所又は団体の規約若し

くは定款等に記載されている活動の本拠地（以下「主たる事務所等」という。）を

山梨県内に置く又は置こうとする法人等であること。また、共同体を構成して申請

する場合は、共同体の主たる事務所等を山梨県内に置くとともに、山梨県内に主た

る事務所等を置く又は置こうとする団体のうちから代表する法人等（以下「代表団

体」という。）を定めること。 

 

■（Ｐ８～９）第４の２ 申請手続等 

（１）スケジュール 

月  日 内  容 

６月１９日（金）から９月１１日（金）まで 募集要項の配付 

７月 ３日（金） 業務説明会及び現地見学会 

①７月１３日（月）から７月１７日（金）まで 

②８月 ３日（月）から８月 ７日（金）まで 

募集に関する質問書の受付 

①７月２４日（金）まで 

②８月１４日（金）まで 

質問に対する回答 

９月 ７日（月）から９月１１日（金）まで 申請書類の受付 

 

■（Ｐ１１）第４の３  指定管理業務の実施に関する計画書の作成 

（１）指定管理業務の実施に関する計画書 

指定管理業務の実施に関する計画書の作成に当たっては、「募集要項」、「丘の

公園管理運営業務の内容及び基準」等に記載されていることを遵守し、以下の項目

に沿った内容としてください。 
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② ゴルフ場（ゴルフ練習場を含む）、オートキャンプ場、旧テニスコート、パタ

ーゴルフ場、アクアリゾート清里、まきばレストランの運営管理に関する提案及

び計画、無料開放施設の利活用に関する提案及び計画を企画し、様式２の該当様

式により提出してください。なお、令和５年３月末に廃止となったテニスコート、

パターゴルフ場の一部、屋内プール（アクアリゾート清里内）については、当該

施設を利活用した他の収益事業を実施する提案及び計画の内容としてください。 

 

■（Ｐ１１～１２）第４の４ 自主事業に関する提案及び事業実施に関する計画書の作成 

指定管理業務以外に、施設の設置目的に合致し、かつ、指定管理業務の実施を妨げ

ない範囲において、利用者の利便性向上に資することを目的として、自らの責任と費

用により自主事業を行うことができます。 

施設の利用率向上、利用者サービスの向上等に貢献できる自主事業に関する提案が

あれば、様式２－②により事業計画を提出してください。 

 

■（Ｐ１２）第５の１ 指定管理者の候補者の選定 

   選定委員会開催結果の公表を山梨県企業局総務課ホームページに掲載します。 

https://www.pref.yamanashi.jp/kigyosom/index.html 

また、選定委員は、次期指定管理者の候補者が決定された後に公表を行います。 

 

■（Ｐ１３）第５の２ 審査基準 

別添「資料４」のとおり 

 

■（Ｐ１４）第５の３ 一次審査 

提出された「法人等概要書」等により資格審査を行います。一次審査の結果は、令

和８年９月２５日（金）までに申請者に文書で通知します。申請状況については、一

次審査終了後に申請者数を山梨県企業局総務課のホームページで公表します。 

 

■（Ｐ１４）第５の４ 二次審査 

一次審査通過団体による書類審査及びヒアリングを実施します。ヒアリングは、提

出された「指定管理業務の実施に関する計画書」の内容を選定委員に説明し、選定委

員の質問に回答するという形式で行います。この際、「指定管理業務の実施に関する

計画書」に記載していないことは説明できません。 

申請者から提出された「指定管理業務の実施に関する計画書」等を審査した結果、

高位の評価を得た順に順位を決定します。ただし、二次審査において総得点が一位で

あっても一定基準に満たない場合、又は得点が著しく低い審査項目がある場合は候補

者に選定しないことがあります。 

 

■（Ｐ１４）第６の１ 指定管理者の候補者の決定 

指定管理者選定委員会による選定結果に基づき、公営企業管理者が候補者を決定し、

二次審査を受けた団体に対して令和８年１０月１６日（金）頃までに選定結果を通知
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し、追って申請者名（共同体の場合は、構成団体名、代表団体名、構成員名）、提案

価格、審査点数、選定理由を公表します。 

 

■（Ｐ１４）第６の２ 候補者との協議 

候補者と指定管理業務の細目について協議を行い、この内容を仮協定（確認書）と

して締結します。 

 

■（Ｐ１７）第７の１０ 備品及び備品相当品 

企業局は指定管理者に、丘の公園の管理・運営に必要となる備品及び備品相当品（別

添「主な設備等・備品等一覧表」参照）について貸与します。 

指定管理者が管理運営費（第３の６（１）～（２）の収入）で購入した備品及び備

品相当品は、指定期間中又は当該期間終了後には企業局に帰属することとします。「主

な設備等・備品等一覧表」のうち「取扱欄」に「故障即除却」と記載のある備品等に

ついては、企業局では、故障し、修繕不能となった場合は、これに代わる備品等を貸

与しません。 

指定管理者が自ら所有する物品を持ち込んだ場合及び指定管理者が管理運営費以

外の経費により購入した物品については、指定管理者に帰属し指定期間終了時には指

定管理者が自らの費用と責任で撤去・撤収してください。ただし、企業局と指定管理

者の協議において両者が合意した場合、指定管理者は企業局又は企業局が指定するも

のに対して引継ぐことができます。 

 


